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 要約 

2005 年に始まった EU の排出量取引制度（EU ETS）は、施設（企業）に

割り当てる温室効果ガスの排出量の上限を定め、この上限に対する企業の

排出量の過不足分を取引市場で売買する仕組み（キャップ・アンド・トレ

ード）である。EU ETS は試行期間としての第 1 取引期間（05～07 年）を終

え、現在は 08～12 年の第 2 取引期間に入っている。この第 1、第 2 取引期

間では企業への排出枠は無料で割り当てられてきた。しかし、欧州委員会

では、2020 年までに排出量を 90 年比で 20％削減するという EU のコミッ

トメントを実現するためには、EU ETS をより効率的にし、透明性を高める

必要があるとして、08 年 1 月に EU ETS の修正に関するプロポーザルを発

表した。プロポーザルには、企業への排出枠の無料割り当てをオークショ

ン方式に切り替えるなど大胆な提案が盛り込まれている。欧州委員会では

EU ETS の改革を 2013 年から始まる第 3 取引期間から実施したい考えであ

るが、米国発の金融危機の欧州経済への影響が改革のスケジュールにも影

響を与える可能性もあり、EU の温暖化対策は難しい対応を迫られている。 

 

 

Ⅰ EU の排出量取引制度の概要 

１．温室効果ガス削減の戦略的基

礎として EU ETS を構築 

EU は、1992 年の国連の気候変動
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に関する枠組み協定（UNFCCC）の

もとで締結された京都議定書のメカ

ニズムに基づき、コスト効率的に温

室効果ガスを削減するための戦略的

な基礎として、2005 年に排出量取引

制度（EU ETS）を創設した。 

EU ETS は二酸化炭素（CO2）の排

出量を取引するための世界最大の企

業レベルでの「キャップ・アンド・

トレード」システムとして、世界の

カーボン市場拡大のけん引力になっ

ている。 

EU ETS の大きな特徴は、京都議

定書に定められたプロジェクトベー

スのメカニズム（クリーン開発メカ

ニズム＜CDM＞と共同事業＜JI＞）

から得られたクレジットを同システ

ムの下で利用することを認めている

点にある。このことは、EU ETS が

EU 産業に CO2 排出量削減のための

コスト効率的な手段を提供するにと

どまらず、発展途上国や移行経済国

における排出量削減プロジェクトへ

のビジネス投資を促す要因にもなっ

ている。そして、これらの諸国に進

んだ環境技術の移転を促すとともに、

これら諸国の持続的な発展の支援に

つながっている。 

27 カ国に拡大する前の EU を構成

していた 15 の加盟国は、京都議定書

の拘束期間である 08～12 年の間に、

温室効果ガスを全体として 8％削減

することをコミットした。04 年以降

EU に加盟した 12 の新規加盟国は

EU の削減目標に含まれていないが、

目標値が設定されていないキプロス

とマルタを除いて、議定書に基づい

て 6～8％の独自の削減目標を有し

ている。 

EU の排出量取引制度は、京都目

標の達成のために発生する短期のコ

ストを大幅に削減することを目指し

ており、GDP の 0.1％以下のコスト

で削減目標の達成が可能とされてい

る。 

ちなみに、最近の欧州委員会の研

究によれば、京都目標を達成するた

めの年間のコストは 29 億から 37 億

ユーロに達すると見られており、こ

れは EU の GDP の 0.1％以下である。

また、排出量取引制度がない場合に

は、京都目標達成のためのコストは

68 億ユーロに達する可能性があり、

排出量取引制度は京都目標達成のた

めのコストを大幅に引き下げるとの

試算も出ている。 
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２．EU ETS の基本原則 

EU の排出量取引制度は、欧州委

員会によって提案され、欧州議会お

よび欧州理事会によって承認された

義務を伴う規則（EU ETS 指令）に

より創設されている。同指令よれば、

EU ETS は次の 6 つの基本原則に基

づいている。 

①EU 排出量取引制度は「キャップ・

アンド・トレード」システムであ

る。 

②大規模な工業排出者（施設）から

排出される二酸化炭素（CO2）の

削減に重点が置かれている。 

③実施は段階（取引期間）（注１）に

分けて行われ、定期的なレビュー

が行われる。 

④排出許可のための割当計画は取引

期間の始まる前に決定される。 

⑤排出枠を上回って排出をした施設

には罰金を課すなど強い強制力を

持つ。 

⑥取引市場は EU 域内を対象として

いるが、CDM や JI の利用を通じ

て EU 以外の第三国ともリンクし

ている。 

 

３．EU ETS の対象範囲 

EU ETS が対象としているのは、

高い精度で測定し、報告し、立証す

ることが可能な温室効果ガスの排出

である。2005 年から 07 年の第 1 取

引期間においては、EU ETS は、主

として、電力および発熱産業や、特

定のエネルギー集約産業部門（燃焼

プラント、石油精製、コークス炉、

鉄鋼プラント、セメント工場、ガラ

ス工場、石灰工場、レンガ工場、窯

業、パルプ・製紙）の大規模な施設

が排出する二酸化炭素（CO2）を対

象としている。 

こうした限られた範囲だけでも、

27 加盟国の対象施設（事業所）は約

1 万 500 となり、これらの施設が排

出する CO2 は EU 全体の排出量の約

50％、温室効果ガス全体の排出量の

約 40％を占める。08～12 年の第 2

取引期間からは、CO2 以外に、一酸

化二窒素（N2O）も含まれることに

なった。 

一方、EU ETS は、比較的少量の

CO2を排出する小規模施設もカバー

しており、同制度の中にこれらの小

規模施設を含めることには、コスト

効率の点で議論があった。しかし、
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第 2 取引期間においても、小規模施

設に対する法的な枠組みは変更され

ていない。欧州委員会では、今後予

定されている ETS の見直し（第Ⅲ節

参照）の中で、小規模施設の取り扱

いをより簡素化するための措置を検

討するとしている。 

 

４．EU ETS の仕組み 

 

＜1 排出枠＝1CO2 トン＞ 

EU ETSの核心をなしているのは、

「共通取引単位」ともいうべき排出

枠であり、1排出枠には 1トンのCO2

を排出する権利が与えられている。

加盟国は、各取引期間をカバーする

国家割当計画（National allocation 

plans；NAPs）を作成し、欧州委員会

がこれを査定する。欧州委員会が割

当計画を承認した後、加盟国政府は

国内企業に年間の CO2 排出枠を割

り当てる。 

割り当てられた排出量の上限（「キ

ャップ」）は取引市場での希少性を創

り出し、排出枠を下回る排出を行っ

た企業は、残りの排出枠をその時の

需給で決定される価格で売却するこ

とができる。自社の排出量を排出枠

内におさめられなかった企業は、①

（より効率的な技術への投資や二酸

化炭素の排出がより少ないエネルギ

ー資源の利用によって）排出量を削

減する措置を講じるか、②自社が必

要とする排出枠超過分を市場価格で

購入するか、③あるいはその組み合

わせを選択することになる。 

現在、排出枠のほとんどは排出施

設に対して無料で割り当てられてい

る。すなわち、第 1 取引間において

は少なくとも 95％が無料で割り当

てられ、08～12 年の第 2 取引期間に

おいては少なくとも 90％が無料で

割り当てられている。排出枠の割り

当てを受けるのは、この制度の対象

企業だけであるが、企業以外の個人、

非政府機関などの組織も、市場での

売買に自由に参加できることになっ

ている。 

 

＜排出量取引制度のメリット＞ 

EU ETS は企業や EU 全体の CO2

排出削減をもたらすとされているが、

そのメカニズムを以下の例で見てみ

よう。 

企業 A と B が年間 10 万トンずつ

の CO2 を排出し、政府はそれぞれの

http://www.iti.or.jp/
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企業に 9 万 5,000 トンずつの排出枠

を与えたとする。この場合、どちら

の企業も与えられた排出枠では排出

量を完全にカバーすることができな

い。各年末に企業は、同年中の排出

量 に 相 当 す る 排 出 枠 を 返 還

（surrender）しなければならない。

排出枠を返還できなかった場合、企

業は定められた罰金（本節の「罰則」

の項参照）を支払わなければならな

い。企業 A と B が罰金の支払いを免

れるためには、排出枠を上回る 5,000

トンをカバーする必要がある。その

ための方法としては、①排出量を

5,000 トン削減するか、②市場で

5,000 トン分の排出枠を購入する、と

いう 2 つの選択肢がある。両社がど

の選択肢をとるかは、5,000 トンの削

減に要するコストと排出枠の市場価

格の比較で決まる。 

例として、排出枠の市場価格が

CO2 の 1 トン当たり 10 ユーロであ

るとしよう。企業 A の削減コストが

（市場価格よりも低い）5 ユーロで

あるとすると、企業 A は自社で排出

を削減することを選択することにな

る。企業 A が自社の必要分以上を削

減する能力を持っており、1 万トン

まで削減量を増やしたとしよう。一

方、企業 B の削減コストは（市場価

格よりも高い）15 ユーロであったと

すると、企業 B は自社で排出量を削

減する代わりに排出枠を購入するこ

とを選択することになる。 

上記の例では、企業 A はトン当た

り 5 ユーロのコストで 1 万トンを削

減するのに 5 万ユーロを支出し、10

ユーロの価格で 5,000 トンを販売す

ることによって 5 万ユーロを受け取

る。すなわち、企業 A は排出コスト

を排出枠の売却によって完全に相殺

することができるが、EU ETS がな

い場合には、ネットの削減コスト 2

万 5,000 ユーロを負担しなければな

らない。企業 B は単価 10 ユーロで

5,000 トンを購入するのに 5 万ユー

ロを使う。EU ETS がない場合には

企業 B の削減コストは 7 万 5,000 ユ

ーロとなる。 

このようにして、EU ETS が存在

する場合には、両社ともに、ETS が

存在しない場合に比べてより少ない

コストで排出量削減を達成すること

ができる。 
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注）＊京都議定書の下で、2004 年 5 月以前に EU 加盟国であった 15 カ国は 08～12 年に全

体の温室効果ガスを 90 年比で 8％削減することを義務付けられた。この削減目標は、

法的拘束力を持つ協定（02 年 4 月 25 日の欧州理事会決定 2002/358/EC）に基づき

15 加盟国に配分された。 
04 年以降 EU に加盟した 12 カ国は、目標値が設定されなかったキプロスとマルタを

除いて、京都議定書の下で個別の削減目標が設定されている。  ＊＊2007 年のみ。 
（出所）EU 欧州委員会、“EU action against climate change, EU emissions trading: an 

open system promoting global innovation” 

表１ EU の排出量取引（2005～2012 年） 

2005-2007 2008-2012 

EU 加盟国 

京都目標
（基準年に
対する変化

率、％）

CO2 排出枠
割当量（年
間、トン） 

EU 内の
比率（％）

CO2 排出枠
割当量（年
間、トン） 

EU 内の
比率（％） 

オーストリア -13* 33.0 1.4 30.7 1.5 
ベルギー -7.5* 62.1 2.7 58.5 2.8 
ブルガリア -8 42.3** 1.8 42.3 2.0 
キプロス - 5.7 0.2 5.48 0.3 
チェコ -8 97.6 4.2 86.8 4.2 
デンマーク -21* 33.5 1.4 24.5 1.2 
エストニア -8 19 0.8 12.72 0.6 
フィンランド 0* 45.5 2.0 37.6 1.8 
フランス 0* 156.5 6.8 132.8 6.4 
ドイツ -21* 499 21.7 453.1 21.8 
ギリシャ +25* 74.4 3.2 69.1 3.3 
ハンガリー -6 31.3 1.4 26.9 1.3 
アイルランド +13* 22.3 1.0 22.3 1.1 
イタリア -6.5* 223.1 9.7 195.8 9.4 
ラトビア -8 4.6 0.2 3.43 0.2 
リトアニア -8 12.3 0.5 8.8 0.4 
ルクセンブルク -28* 3.4 0.1 2.5 0.1 
マルタ - 2.9 0.1 2.1 0.1 
オランダ -6* 95.3 4.1 85.8 4.1 
ポーランド -6 239.1 10.4 208.5 10.0 
ポルトガル +27* 38.9 1.7 34.8 1.7 
ルーマニア -8 74.8** 3.2 75.9 3.6 
スロバキア -8 30.5 1.3 30.9 1.5 
スロベニア -8 8.8 0.4 8.3 0.4 
スペイン +15 174.4 7.6 152.3 7.3 
スウェーデン +4 22.9 1.0 22.8 1.1 
英国 -12.5 245.3 10.7 246.2 11.8 
      
合計  2,298.5 100 2,080.93 100 
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＜加盟国による国家割当計画の

作成＞ 

前述のように加盟国の排出枠の総

量と各施設への割り当ての決定は国

家割当計画（NAPs）により行われる。

排出枠の総量の上限（キャップ）を

設定することによって、NAPs は排

出量市場が機能するために必要な不

足状況を作り出し、これが結果とし

て、前述のようなメカニズムを通じ

て、企業が最低のコストで排出量を

制限したり削減することを可能にし

ている。 

各加盟国は次期取引期間の開始に

先立って NAPs を作成し、欧州委員

会の承認を得る必要がある。例えば、

第 2 取引期間（08～12 年）のための

NAPs は、06 年 6 月 30 日までに欧州

委員会に提出されなければならない

と規定されている。この期限の順守

は、欧州委員会が、06 年末までに（す

なわち第 2 取引期間が始まる前に）、

25 カ国すべての NAPs を承認し、各

加盟国が自国の施設に対して最終的

な割り当てを決定するために必須と

された。 

EU ETS の第 2 取引期間は、気候

変動に関する京都議定書の下での温

室効果ガスの排出削減目標を達成し

なければならない拘束期間の 5 年間

と一致している。このため、多くの

加盟国にとって、08～12 年の NAPs

は自国の目標達成を確実なものとす

るうえで重要な意味を持っている。 

 

＜欧州委員会によるNAPs の評価＞ 

欧州委員会による各国の NAPs の

評価は、NAP が、その他の施策とと

もに京都目標の達成を保証するもの

であるのかどうかに重点が置かれて

いる。特に欧州委員会では評価に際

して、①京都目標の達成を危うくす

る可能性のある加盟国による排出枠

の過剰割当、②排出市場を歪める恐

れのある「事後的な修正」が加盟国

によって行われる可能性、などの点

について神経を尖らせている。 

また、企業間や異なる産業部門間

の無差別の原則、さらには EU の競

争規則や補助金規則との整合性とい

た点からも評価が行われる。その他、

企業の新規参入、クリーン技術開発

への融資といった評価基準もある。 

そのほか、08～12 年の NAPs の評

価に際しては、新たに、ETS 対象施

設が排出量削減目的のために使う JI

http://www.iti.or.jp/
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や CDM クレジットの上限基準も設

けられた。 

ちなみに、ETS 指令を修正した「リ

ンク指令（Linking Directive）」（指令

03/87/EC を修正する 04 年 10 月 27

日の欧州議会および欧州理事会指令

04/101/EC）は、第 2 取引期間の対象

企業に対して、排出をカバーするた

めに排出枠割当の一定比率を JI や

CDM からのクレジットで充てるこ

とを認めている。ただし、クレジッ

トの利用の程度は国内で達成される

削減に対して補完的なものでなけれ

ばならないとされており、クレジッ

トの最大量を定めることが、各加盟

国に要請されている。上限を設定す

る場合、各加盟国は、①各施設ごと

に設定するか、②すべての施設を合

計して制限するかを自由に選択でき

るが、欧州委員会では、制度の弾力

的な運用という観点から、全期間に

ついて、すべての施設を合計した形

で上限を設定することを推奨してい

る。ただし、クレジット利用が、た

とえある加盟国で上限に達したとし

ても、企業は余ったクレジットを欧

州および欧州以外の政府や企業に売

却することは可能であり、あるいは

それを次のETS取引期間のためにと

っておくことも可能である。 

欧州委員会が 2005 年 12 月に作成

したガイドラインは 08～12 年の取

引期間における加盟国による排出枠

上限のベンチマークによる計算方式

を定めており、第 2 取引期間におけ

る年間経済成長やカーボン排出度合

い（例えば、製品 1 単位を生産する

ために必要とされる温室効果ガス排

出量）などの要因がベンチマークに

取り入れられている。京都議定書目

標達成に向けて順調に削減を行って

いる加盟国は第 2 取引期間において

も、第 1 取引期間と同水準のキャッ

プを維持することができるが、削減

が順調に進んでいない加盟国は第 1

取引期間と比べて第 2 取引期間のキ

ャップを減らさなければならない。

欧州委員会では、このベンチマーク

に従えば、第 2 取引期間における EU

全体の ETS キャップは第 1 取引期間

と比べて約 6％下回ることになると

している。 

 

＜排出量のモニタリングと報告＞ 

EU ETS においては、各企業のオ

ペレーターは権限を有する機関から

http://www.iti.or.jp/
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京都議定書で定められた 6 つの温室

効果ガスすべての排出について許可

を得なければならない。許可を取得

するための条件のひとつは、オペレ

ーターが当該企業の排出についてモ

ニタリングし、報告する能力を有し

ていることである。 

各企業はカレンダー年ごとにCO2

排出量を報告しなければならない。

欧州委員会は、企業が守らなければ

ならないモニタリングおよび報告の

ガイドラインを発行している。 

企業の報告は、ETS 規則に定めら

れた基準に基づき独立の認定機関に

よってチェックを受けなければなら

ず、結果を公表しなければならない。

前年の排出レポートが満足すべきも

のとして認定されなかったオペレー

ターは、修正レポートが認定機関に

よって承認されるまでは、排出枠を

販売することができないと規定され

ている。 

 

＜罰則＞ 

各カレンダー年が終わった時点で、

各企業は、当該年における証明され

た CO2 排出量と同等の排出枠を返

還しなければならない。割り当てら

れた排出枠をすべて利用しなかった

企業は残りの排出枠を売却するか、

将来の利用のために取っておくこと

ができる。 

自社の排出量をカバーするに足る

排出枠を返却できなかった企業は、

排出された CO2 の超過分に見合う

罰金を支払わなければならない。罰

金の金額は 2005～07 年の取引期間

においてはトン当たり 40 ユーロ、08

年以降の取引期間においては同 100

ユーロである。 

 

＜取引の記録＞ 

排出量は印刷物ではなく、加盟国

が開設したした電子登録に記録され

る。また欧州委員会は、法律に基づ

き、排出枠の保有、移転、取り消し

などを追跡するために、国連のデー

タ交換基準をベースとした登記シス

テムを立ち上げている。この EU の

システムには CDM や JI プロジェク

トから得られたクレジットの追跡や

利用に関する記録も含まれている。 

各国の登記システムは、独立の取

引ログ（送信記録）を通じて EU レ

ベルで中央管理官によって監視され

ており、異常が発見された場合、そ
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れが修正されるまでは取引が完了し

たことにはならない。欧州委員会で

は、EU の登記システムは京都議定

書の下で使われる国際的な登録シス

テムと完全に整合的なものであると

している。 

 

５．EU 域外のパートナーとのリ

ンク 

 

＜CDM や JI から得られるクレジ

ット＞ 

京都議定書の下で排出量の削減や

制限目標を義務付けられている先進

国は、クリーン開発メカニズム

（CDM）や共同事業（JI）など第三

国におけるクリーンエネルギー・プ

ロジェクトに投資した場合、その結

果得られた排出量の削減を自国の排

出量目標に組み入れることが認めら

れている。 

CDM は発展途上国におけるプロ

ジェクトが対象であり、2000 年以降

プロジェクトによって達成された削

減に基づき、投資国は、認証された

排出量削減（Certified Emission ；

CERs）と呼ばれるクレジットを受け

とることができる。 

一方、JI は京都議定書の削減目標

に合意した工業国や移行経済国にお

けるプロジェクトに適用されるもの

で、JI プロジェクトは 08 年 1 月 1

日に京都議定書の拘束期間がスター

トした時点からクレジット（排出削

減単位；emission reduction units；

ERUs）を生み出すことになった。 

EU ETS はこれらのクレジットを

排出枠と同等のものとして認める世

界で最初のシステムであり（1EUA

＝１CER＝1ERU）、システム内でこ

れらを取引することができる（「リン

ク指令」）。ただし、原子力施設およ

び土地利用、土地利用の変更および

林業活動プロジェクトからのクレジ

ットは対象外となっている。 

EU ETS が京都議定書の拘束期間

より 3 年早くスタートしたことは、

投資家が急速に発展する CDM や JI

プロジェクト市場で投資するうえで

確実性をもたらすことになった。欧

州委員会では、CDM や JI プロジェ

クトからのクレジットに対する民間

部門の潜在的な需要は 08～12 年に

ほぼ 14 億ユーロに達すると推定し

ている。 
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＜EU ETS と第三国の取引システ

ムのリンク＞ 

EU ETS には、京都議定書を批准

したその他の諸国の温室効果ガス排

出量取引制度とリンクする道が開か

れている。システムの最初の拡大は、

08 年 1 月のノルウェー、アイスラン

ドおよびリヒテンシュタインの EU 

ETS への参加によって実現した。 

また、CO2 のキャップ・アンド・

トレード排出量取引制度を設立する

計画のある、オーストラリア、ニュ

ージーランド、スイス、米国のカリ

フォルニア州と北東部諸州などとの

協力についても検討されている。 

EU は、京都議定書の目標を達成

するとともに 2012 年以降のさらな

る排出量削減を達成するための主要

な手段としてグローバルなカーボン

市場の創設をコミットしてきた。EU 

ETS は排出量削減を達成するための

重要なツールとして今後とも世界の

カーボン市場において大きな役割を

果たすことが期待されている。 

 

Ⅱ EU ETS の見直し 

 

EU は 2007 年 3 月の首脳会議で、

2020 年までの CO2 削減目標を 90 年

比で 20％（その他の先進国が国際交

渉において同等の削減をコミットし

た場合は 30％）とすることをコミッ

トした。その後、このコミットメン

トを確実に実施するため、EU は包

括的な温暖化対策の策定に乗り出し、

その一環として EU ETS の見直しを

行った。 

欧州委員会は従来からETSの機能

についてモニターを実施してきたが、

欧州議会や欧州理事会から、産業部

門や温室効果ガスの対象範囲の見直

し含めたスキーム全体の見直しを求

められたことから、05 年 6 月に利害

関係者に対する調査を開始した。 

また、見直しは、「欧州気候変動プ

ログラムⅡ」の下で設置されている

EU ETS 見直しのための「EU ETS に

関するワーキンググループ」におい

ても並行して行われた。このワーキ

ンググループの目的は、欧州委員会

に対して指令の修正に関するアドバ

イスを行うことにある。ワーキング

グループは、加盟国、主要な利害関

係団体（産業界、貿易関係機関、消

費者、および環境関連団体を含む）

の専門家により構成されており、欧
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州委員会が議長を務めている。 

ワーキンググループでは、その結

論を 07 年 6 月 30 日までに報告書の

形で提出することを目指して議論が

行われた。集約すると議論の中心は、

以下の 4 点であった（注 2）。 

 

（１）指令の対象範囲の見直し 

レビューにおいて、ワーキンググ

ループはまず第 1 に、EU ETS の範

囲を取り上げた。「燃焼機関」につい

ては加盟国によってさまざまな解釈

が行われてきたことから、レビュー

においては、指令に掲げられた燃焼

機関のタイプにをさらに明確にし、

それらをどのように指令でカバーす

るかについて検討が行われた。また、

小規模な施設を EU ETS でカバーす

ることのコスト効率性についても検

討された。 

また、レビューでは EU ETS をそ

の他の産業部門やその他のガス（ア

ンモニアの生産から発生する N2O

や炭鉱から発生する CH4 を含む）に

拡張するかどうかについても検討さ

れた。さらに、EU ETS の対象とし

て二酸化炭素の捕捉や地中貯留を認

めるかどうかについても検討が行わ

れた。 

 

（２）更なる調和と予見性の向上 

EU ETS の当初設計においては排

出枠の割り当てに関する業務のほと

んどは加盟国レベルで実施されてき

た。指令は、排出枠の総量と既存の

施設や潜在的な新規参入者への割り

当 て に つ い て の 国 家 配 分 計 画

（NAPs）を加盟国が作成することを

ツールとして取り入れた。こうした

加盟国主導による排出枠割当プロセ

スの結果、国家割当計画は各加盟国

の思惑を反映したものになり、多く

の利害関係者に、そうした思惑の相

違が域内市場に影響を与えるという

懸念を引き起こした。 

また各取引期間に先立って割り当

てを白紙に戻して一からやり直すと

いう現在の割当方法は、確実性が当

該取引期間しか与えられないという

ことを意味し、これは、資本集約的

で長期にわたって活動しようとする

部門の投資決定に十分な予見性を与

えるためには期間が短かすぎると考

えられてきた。 

このためワーキンググループでは、

キャップ設定や割当プロセスにおけ

http://www.iti.or.jp/
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るさらなる予見性の向上を、調和の

向上とともに、戦略的に重要な問題

として捉え、レビューにおいて、①

2013 年以降、欧州単一のキャップと

するか、②2013 年以降も加盟国によ

って決定される国別キャップにする

かというオプションについて詳細に

検討した。また、オークションやベ

ンチマークに関連した問題について

も検討を行った。 

 

（３）拘束力と強制力の強化 

拘束力と強制力の強化については、

排出量のモニタリングや報告のガイ

ドラインを、法律の調和した適用と

いう観点から、規則として定めるべ

きかどうかについての検討が行われ

た。また、企業によって作成された

排出報告書の第三者機関による認証

や認証機関を承認するための認定プ

ロセスに関しては、多くの利害関係

者から共同体レベルでより入念な規

則が必要であるとの意見が寄せられ

たことから、追加的な規定の必要性

についても検討された。 

 

（４）第三国の排出量取引制度との

リンク、および発展途上国、

移行経済国を巻き込むための

適切な方策 

EU ETS と第三国のスキームとの

リンクについては、EU ETS とのリ

ンクの可能性という観点から、稼働

中あるいは計画中の第三国の排出量

取引スキームの設計についての検討

が行われた。また、義務的な排出量

の上限を取り決めている第三国の州

あるいは地域レベルの排出量取引ス

キームを EU の排出権取引スキーム

とリンクするための調整の必要性が

検討された。 

また、ETS 指令は 2012 年以降も京

都議定書のプロジェクトベースのメ

カニズムを引き続き認定することを

取り決めている。このため、ワーキ

ンググループでは、CDM や JI を通

じて発展途上国や移行国を排出量削

減努力に取り込むこと、また、現在

までの排出量削減プロジェクトがど

の程度までこれらの国の持続的な発

展に貢献してきたかについて議論さ

れた。 
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Ⅲ 欧州委員会による EU ETS の

修正提案 

 

以上のような議論を踏まえ、2008

年 1 月、欧州委員会は「EU の温室

効果ガス排出量取引制度の改善と拡

張に関する 2003/87/EC を修正する

欧州議会および欧州理事会指令のた

めの提案」（以下「プロポーザル」）

（注 3）を発表した。このプロポー

ザルは EU ETS の設立を定めた指令

（指令 2003/87/EC、指令 2004/101/EC

により改正）を改正することを目指

したものであるが、最終的な目標は、

2013 年以降の期間について、EU の

温室効果ガスを削減するための最も

重要で、コスト効率的なツールの一

つとして、ETS の機能を強化し、拡

張し、改善することにある。 

欧州委員会では、このプロポーザ

ルは、経済効率上の必要性と産業部

門間および加盟国間の公平性をバラ

ンスさせたものであり、産業界に対

してより多くの予見性を与えるもの

であるとしている。また、プロポー

ザルでは、ETS によってカバーされ

る産業部門に求めらる排出量削減を、

予見可能性を高めるために傾向線で

示している。さらに欧州委員会では、

プロポーザルで提案された調和の向

上は、システムをより簡素で透明性

の高いものとし、EU ETS とリンク

しようとするその他の国や地域にと

っての魅力を高めることになろうと

している。プロポーザルに盛り込ま

れた主要な変更点は次のとおりであ

る。 

①これまでの 27 カ国の国別キャッ

プに代わり、排出枠に関する EU

単一のキャップが設定される。年

間のキャップは直線的に削減され、

キャップの削減は、第 3 取引期間

（2013～20 年）以降も続く。 

②これまでの無料のキャップ割当に

代わり、オークションによる割り

当てを原則とする。 

③オークション以外の無料割当には

調和された規則が導入される。 

④排出枠をオークションにかける加

盟国の権利の一部は、1 人当たり

の所得水準の低い国における気候

変動防止技術への投資のための財

政能力強化のために、1 人当たり

の所得水準の高い国から低い国に

再配分される。 

⑤新規産業部門（例えば、アルミニ
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ウムやアンモニア生産企業）が

ETS の対象に含まれ、さらに 2 つ

の温室効果ガス（一酸化二窒素お

よびパーフルオロカーボン）が追

加される。 

⑥加盟国は、ETS と同等の排出削減

措置をとる場合には、小規模施設

をシステムの対象から除くことが

できる。 

 

なお、欧州委員会では、①修正は

欧州議会と欧州理事会の共同決定手

続きによって採択されなければなら

ず、この手続きには 2～3 年かかる、

②企業のオペレーターには修正が発

効するまでに適応するための時間を

与える必要がある、③修正を第 2 取

引期間の NAPs に反映させることは

時間的に不可能、などの理由により、

この提案に基づく実際の制度の変更

は、2013 年に始まる第 3 取引期間以

降になるとしている。 

 

１．第３取引期間のキャップはオ

ークションが基本 

前述のように、第 1 取引期間（05

～07 年）と第 2 取引期間（08～12

年）においては、加盟国は NAPs に

おいて、配分される排出枠の総量（キ

ャップ）を決定し、これらを関係の

施設にどのように割り当てるかを決

定してきた。このアプローチは加盟

国によって割当ルールが異なるとい

う状況を生み出し、各加盟国が自国

の産業に好条件を与えるインセンテ

ィブを作り出すなどの混乱をもたら

した。このため欧州委員会は、プロ

ポーザルにおいて、2013 年以降は、

EU 単一のキャップを設定し、調和

された規則をベースとして排出枠を

割り当てることを提案している。従

って、従来の国家割当計画は、第 3

取引期間以降は必要がなくなる。 

EU 全体のキャップは、2013 年以

降、排出枠の総量が年々直線的に減

少するように設定されており、この

ライン（直線）の出発点は、08～12

年に加盟各国に割り当てられた総排

出量（第 2 取引期間のキャップ）の

平均である。直線は、第 2 取引期間

のキャップに対して年 1.74％の率で

減少するように設定されている。

1.74％の直線係数は、2020 年に温室

効果ガス全体の削減率を 90 年比で

20％にすることから導かれたもので

ある。これは 05 年比では 14％の削
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減率に相当する。 

2013 から 20 年の各年のキャップ

の数字は次のとおりである。 

 

年次 CO2 100 万トン 

2013 1,974 

2014 1.937 

2015 1.901 

2016 1,865 

2017 1.829 

2018 1,792 

2019 1.756 

2020 1,720 
 

ただし、上記の数字はすべて第 2

取引期間のスタート時の対象企業に

対応したものである。このため、第

2 取引期間の末に対象に追加される

予定の航空産業や、第 3 取引期間に

追加される予定のその他の部門は勘

定に入れられていない。 

なお、第 3 取引期間のキャップを

決定するために使われている 1.74％

の直線係数は 20 年までの取引期間

以降も継続して適用され、第 4 取引

期間（2021～28 年）およびそれ以降

のキャップを決定することになる。

ただし、この係数の適用は、気温の

上昇を工業化以前の水準より 2 度以

上上回らないようにするという戦略

的な目標を達成するためには、2050

年までに 90 年比で 60～80％という

大幅な排出量の削減を行う必要があ

るため、遅くとも 25 年までに見直さ

れる予定である。 

 

＜排出枠の無料割当は年々減少＞ 

2013 年以降も排出枠の一部は引

き続き無料で割り当てられる。しか

し、無料割当分は現在よりも大幅に

少なくなる。 

第 1 および第 2 取引期間において

は排出枠の大部分は無料で割り当て

られてきたが、欧州委員会は、第 3

取引期間以降においてはオークショ

ンが割り当ての基本的な原則になる

べきであるとしている。これは、オ

ークションがシステムの効率性や透

明性、簡素性を最もよく担保し、低

カーボン経済に向けた投資に対する

最も大きなインセンティブを作り出

すと考えられるためである。オーク

ション方式は「汚染者支払い原則」

にもっともよく適合するものであり、

特定の産業部門が枠を無料で取得し

ているにもかかわらず、そのコスト
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を消費者に転嫁するというたなぼた

式の利益を得ることを避けることに

なる。 

2013 年においては排出枠全体の

約 60％がオークションにかけられ、

この比率は、その後年を追うごとに

高まる。 

20 年においては、無料割当はなく

なり、すべてがオークションに切り

替わる。 

13 年以降、スタート時から完全な

形でオークションを採り入れるのは、

排出枠のコスト増を転嫁する能力の

ある電力部門と、カーボン捕捉およ

び貯留部門になる予定である。 

一方、無料で配分される排出枠は、

今後策定される EU 規則に従って割

り当てられるべきことが提案されて

いる。この規則には、排出量の割り

当てに際して、温室効果ガス削減の

ために早い段階でアクションをとっ

たオペレーターに有利になり、汚染

者支払い原則をよりよく反映するよ

うなベンチマークが導入される予定

で、こうした規則の策定は、排出量

の削減に強いインセンティブを与え

ることになるものと期待されている。 

なお、すべての無料枠の割り当て

は第 3 取引期間のスタート前に決定

され、事後の調整は許されない。 

 

＜“カーボン・リーケージ”リス

クへの対応＞ 

前述のように、排出枠の無料割当

は、2013 年以降は段階的に減らされ、

20 年においては、無料割当はなくな

る。しかし、“カーボン・リーケージ”

（カーボンの漏出）の重大なリスク

にさらされていると判断される部門

の施設には例外が設けられる予定で

ある。これらの施設は、国際的な競

争圧力によって、厳しい排出規制が

行われていない EU 域外国への移転

を強いられる可能性のある施設であ

る。 

欧州委員会では、2010 年までにど

の産業部門がどの程度まで、カーボ

ン効率の低い EU 域外の企業に市場

シェアを大幅に奪われることなく、

必要な排出のコストを製品価格に転

嫁できるかについて決定するとして

いる。 

EU 以外の地域の競争者が、EU 企

業と比較しうるコストを負担する国

際協定が締結されてはじめて、カー

ボン・リーケージのリスクは小さく
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なる。このため、欧州委員会は、産

業部門間の拘束力のある国際協定が

締結される可能性も考慮に入れて、

13 年以降のエネルギー集約産業の

カーボン・リーケージリスクに関す

る徹底的な評価を行うとしている。

この評価レポートには、特に国際的

な競合にさらされている企業に無料

で割り当てられる排出枠比率の維持

や変更、あるいは、輸入によって生

じる歪みを中立化するような効率的

なカーボン均一化システム（例えば、

ETS に関連した製品の輸入業者を

ETS の対象に含めるなど）などにつ

いての提案が盛り込まれる予定であ

る。 

 

＜加盟国がオークションを実施＞ 

2013 年以降、オークションを実施

するのは加盟国である。加盟国への

オークション権の割り当ては主とし

て過去の排出量に基づくが、一部の

オークション権は、前述のように、

豊かな加盟国から貧しい加盟国に再

配分されることになる。 

オークションは域内市場規則を尊

重して実施されなければならず、従

って、無差別の条件の下で、すべて

の潜在的なバイヤーに対してオープ

ンでなければならないとされている。

このため、プロポーザルは、排出量

取引市場を混乱させることがないよ

うに、効率的で、調和されたオーク

ションのための適切な条件を盛り込

んだ規則が必要としている。 

 

２．EU ETS の対象範囲 

EU ETS は、発足以来、一定の排

出水準を上回る発電所およびその他

の燃焼プラント、石油精製所、コー

クス炉、製鉄・製鋼プラント、およ

びセメント・ガラス・石灰・レンガ・

陶器、パルプ・紙およびボードを製

造する工場を対象としてきた。 

また EU ETS はこれまで、二酸化

炭素の排出のみを対象としてきた。

欧州委員会はプロポーザルで、指令

の付属文書 1 に掲げられた追加的な

産業部門と温室効果ガスを含めるこ

とを提案しており、これらが実現す

るとETSの対象範囲はさらに拡大す

ることになる。すなわち、石油化学、

アンモニアおよびアルミニウムから

の CO2 排出と、硝酸、アジピン酸、

およびグリオキシン酸の生産から排

出される一酸化二窒素、およびアル
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ミニウム部門から排出されるパーフ

ルオロカーボンが対象に含まれる予

定である。また、すべての温室効果

ガスの捕捉、輸送、および地中貯留

も ETS の対象となる。 

一方、現在、比較的少量の CO2 を

排出している数多くの施設もETSの

対象となっており、それらの小規模

施設を含めることによるコスト効率

上の懸念が出てきている。このため、

プロポーザルでは、加盟国が特定の

条件の下でこれらの施設をETSの対

象から外すことができるようにする

ことを提案している。対象から外せ

る施設は関連の投入熱量が 25MW

以下の施設で、その排出量は申請年

に先立つ 3 年間の平均排出量が CO2

換算で 1 万トン以下の施設である。

これらの企業は、排出量の削減に

ETS と同等の効果がある対策が取ら

れた場合にのみ、対象から外すこと

ができるとされている。欧州委員会

によると、これらの条件を満たし、

対象から除くことができる施設の数

は約 4,200 で、これら施設の排出量

はEU ETSの総排出量の約 0.7％を占

める。 

一方、ワーキンググループで議論

されていた新規参入者の取り扱いに

ついては、2013 年以降に新たにシス

テムに参入する施設や航空会社のた

めに総排出枠の 5％がリザーブされ

るとしている。そして、リザーブが

余った場合は、オークション用に加

盟国に割り当てられるべきであると

している。 

なお、加盟国が小規模施設を対象

から除く可能性を考え合わせると、

提案されている対象範囲の拡張は、

現行の取引期間（08～12 年）と比べ

て CO2 換算で約 6％の排出量の増加

（1億 2,000万～1億 3,000万トン増）

をもたらすものと予測されている。 

 

３．第三国でのプロジェクト実施

で得られるクレジットの利用 

EU ETS の下では、加盟国は、企

業のオペレーターが、ETS 排出枠と

同様の方法で自社の排出量をカバー

するために、第三国で行われた排出

量削減プロジェクト（JI および CDM

プロジェクト）によるクレジットを

使うことを認めている。プロポーザ

ルは、2013～20 年の間にクレジット

を利用する場合、2 つのシナリオを

用意している。 
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第 1 のシナリオ（20％排出削減の

場合）；EU が単独でコミットした

20％の排出削減をベースとした場合、

企業は、08～12 年用として取得した

クレジットをまだ使い切っていない

場合には、そのクレジットを使うこ

とができる。クレジットの利用限度

は寛大で、施設は 13～20 年に要求さ

れている排出削減の 3 分の 1 以上を

クレジットの利用で賄うことができ

る。 

第 2 のシナリオ（国際協定が締結

された場合）；すなわち、満足すべき

国際協定が締結されたという前提の

下で EU が 30％というより厳しい排

出削減を行うことをベースとした場

合、JI／CDM 利用の上限は追加的な

削減努力の半分まで自動的に増やす

ことができることになる。すなわち、

国際協定によって EU ETS の下での

年間キャップが例えば 2 億トン減ら

された場合には、全体的な排出のよ

り厳しい削減目標を達成するために、

JI／CDM の利用の上限は自動的に 1

億トン分増やされる。 

４．EU ETS とその他の排出権取引

システムとのリンクの拡充 

よりコスト効率的に排出量を削減

するためのカギとなる手段は、世界

のカーボン市場を強化し、さらに発

展させることである。欧州委員会は、

EU ETS を排出量取引制度の世界的

ネットワークを発展させるための重

要な構成要素と見ている。そして、

その他の国または地域のキャップ・

アンド・トレード排出量取引制度と

EU ETS を結びつけることは、より

大きなカーボン市場を作り出し、潜

在的に温室効果ガス排出のための全

体のコスト引き下げることになると

している。 

現在の指令は EU ETS が京都議定

書を批准したその他の工業国とリン

クすることを認めているが、欧州委

員会はこれを、キャップ・アンド・

トレード・システムを設立し、その

システム設計が EU ETS の環境基準

を損なわないようなすべての国ある

いは管理機関（例えば、連邦システ

ムの下での州や州のグループ）をも

含めるように提案している。そして、

そうしたシステムが義務的な排出量

の制限を取り決めているようなとこ
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ろでは、それらの国や機関と EU ETS

によって発行される排出枠の間で相

互認証を行うことを提案している。 

 

５．モニタリング、報告、証明要

件の変更 

欧州委員会は、排出量のモニタリ

ングおよび報告をカバーする新たな

規則を採択したいとしている。また、

排出報告書の検証、認証者の認定に

ついては、認証者の認定、相互認証、

検定、および監督、業績評価につい

ての具体的な条件を別の規則で定め

ることが適切であるとしている。 

 

Ⅳ まとめ 

 

前節で見たように、2005 年にスタ

ートした EU の排出量取引制度は一

定以上のエネルギーを消費している

企業には参加を義務付け、排出枠を

上回って排出した企業には罰金を課

すなど強い強制力をもつことが大き

な特徴となっている。さらに 13 年以

降の第 3 取引期間からは従来の排出

枠の無料割り当てに代わりオークシ

ョンでの排出枠の割り当て方式を取

り入れたり、対象産業部門の拡大を

図るなどの大胆な見直しの方向が示

されている。 

一方、排出量取引制度の導入が遅

れていた日本でも、08 年 10 月、排

出量取引制度の試行が始まった。日

本の新制度は企業単体かグループで

の参加が原則となっており、参加を

希望する企業は 12 年度までの年度

ごとの削減目標を自主的に設定した

うえで、経済産業省・環境省などで

つくる「運営事務局」に申請し、事

務局が目標の妥当性を審査すること

になっている。さらにその後、企業

は 09 年 8 月までに 08 年度の排出量

を事務局にに報告する。排出枠より

も排出量が少なかった企業は余った

排出枠に見合う排出量を他企業に売

却し、排出量が排出枠よりも多かっ

た企業は超過排出量相当の排出枠を

他企業から購入するという制度とな

っている。 

排出量取引を通じて、企業による

排出削減や技術革新の動機付けを狙

った点では、日本の制度も EU など

の排出量取引制度と変わるところが

ない。しかし日本の新制度は今年 10

月から参加企業の募集が始まったば

かりであり、鉄鋼、電力、自動車、
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電機など幅広い業種から有力企業が

参加することが見込まれているもの

の、最終的にどの程度の企業の参加

が見込めるのかは現時点では明らか

ではない。また、日本の制度は企業

の自主参加が原則であり、企業の設

定する削減目標には強制力がないこ

と、また、企業が排出量を取引する

場合に、当初は取引所がなく相対取

引が中心となると言われていること

などから、排出量取引制度がどの程

度実効性を持つのかは不透明である。 

日本の新制度はまさに試行がはじ

まったばかりであり、数年の試行を

経たのち、いずれ見直しを行うこと

が必要になってくるものと思われる。

見直しは日本の排出量取引制度を

EU などの制度とリンクし、日本が

世界的なカーボン市場に参加してい

くためにも必要になるに違いない。

その際、EU が現在まで進めてきた

排出量取引制度と、今後の修正の方

向は日本が構築しようする制度の一

つのモデルケースとして参考になる

ところが多いものと考えられる。 

一方、現在進められている EU 排

出量取引制度の改革に暗雲をなげか

けているのが、アメリカ発の金融危

機の欧州経済への影響である。金融

危機はアイスランドをはじめとする

欧州の金融システムに大きな影響を

与えているばかりでなく、今後、欧

州の実体経済にも影響が広範囲に及

んでくるものと考えられる。 

金融危機の影響が欧州の実体経済

にまで及びつつあるなかで、実体経

済のさらなる悪化に加え、欧州企業

が排出量削減に伴うコスト負担にど

こまで耐えることが出来るのかと言

う問題が表面化することが懸念され

ている。 

今回の金融危機がどれくらい長期

化するのかにもよるが、欧州の政策

担当者が当面、金融危機への対応に

追われるとすれば、08 年 1 月の欧州

委員会のETS修正プロポーザルの欧

州議会や欧州理事会での審議が遅れ、

発効が13年の第3取引期間の開始時

に間に合わないといった事態が起こ

ることも全くありえないことではな

いような気がする。欧州の温暖化対

策が、今、大きな困難に直面してい

ることは間違いない。 

なお、第Ⅲ節で述べた ETS 修正プ

ロポーザルでは、こうした事態に備

えて「このプロポーザルの発効が遅
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れた場合には、加盟国は、現状の EU 

ETS のもとで 2011 年 6 月までに、

2013～17 年の国家割当計画を作成

し提出することが要請される」とい

う文言を入れている。 

********   ********   ******** 

注 1） 第 1 取引期間＝2005～07 年、第 2 取

引期間＝2008～12 年、第 3 取引期間

＝2013～20 年。 

注 2） COMMUNICATION FROM THE 

COMMISION TO THE COUNCIL, 

THE EUROPEAN PARLIAMENT, 

THE EUROPEAN ECONOMIC AND 

SOCIAL COMMITTEE AND THE 

COMMITTEE OF THE REGIONS 

Building a global carbon market-Report 

pursuant to Article 30 of Directive 

2003/87/ec, ANNEX, 13.11.2006 

注 3） Proposal for a DIRECTIVE OF THE 

EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 

THE COUNCIL, amending Directive 

2003/87/EC so as to improve and extend 

the greenhouse gas emission allowance 

trading system of the Community, 

23.1.28
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